
No. 頁 修正前 修正後

1 3 第１ 5 (2)

（新規追加） ・　受変電設備の維持管理は別途本市が対応し、維持管理業務の対象
外とする。

2 4 第１ 6 (4)

ただし、選定事業者の提案により施工期間が１年度以上短縮された場
合（本市が施工時期を指定した学校は除く。）の維持管理終期は、この
限りではなく、最終施工分の所有権移転が完了した年度末から13年後
の年度末とする。

ただし、選定事業者の提案により「(3)　施工期間」の末日が１年以上短
縮された場合（本市が施工時期を指定した学校は除く。）の維持管理終
期は、この限りではなく、最終施工分の所有権移転が完了した年度末か
ら13年後の年度末とする。

3 29 第6 2 (1)

・　事業期間中に本市はエネルギー供給者を変更する場合があるが、そ
れを理由として本市が支払う維持管理に係る対価の変更はしないもの
とする。

・　事業期間中に本市はエネルギー供給者を変更する場合があるが、こ
れにより維持管理業者に追加費用（機器の保守契約費用の増加等）が
発生した場合は、本市がその費用を負担する。

4 31 第6 2 (5)

・　対象校ごとに、空調環境の提供で消費するエネルギー量を計測し、
月ごとに計量・記録（電気にあっては、デマンド値を含む。）し、本市及び
対象校に報告すること。

・　対象校ごとに、空調環境の提供で消費するエネルギー量を計測し、
月ごとに計量・記録（電気式ＥＨＰ空調機にあっては、デマンド値を含
む。）し、本市及び対象校に報告すること。

5 32 第6 2 (5)

➢　大阪管区気象台における１時間ごとの外気温度 ➢　対象校各校室外機付近の計測データ
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　令和７年５月19日付けで公表した要求水準書（修正版）について以下の点を修正した。
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